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　重度の障害のために特に必要とされる経済的、精神的
負担の軽減を図るため、常時介護を要する在宅重度障害
者に特別障害者手当等を支給する。

　ア　特別障害者手当等給付金負担金　 185,743千円
　イ　特別障害者手当等障害程度審査嘱託医報酬
　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　 179千円
　ウ　リーフレット作成費　　　　　　  　　88千円

（１）事業内容
　　　常時介護を要する在宅重度障害者に特別障害者手当等を支給する。

　　　手当月額（①令和4年4月現在②令和4年度見込額③令和5年度見込額）
　　　　特別障害者手当　①27,300円②27,490円③27,880円
　　　　障害児福祉手当　①14,850円②14,960円③15,170円
　　　　経過的福祉手当　①14,850円③14,960円③15,170円	

（２）事業計画
　　  年度別延べ受給者数（令和4年度以降は見込み）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        　　　　　　　　　 （単位：人）
　　　　　　　　　　　平成26　平成27　平成28　平成29　平成30　令和元　令和2　令和3　令和4　令和5
　　  特別障害者手当   4,995   4,993　 4,912   4,730   4,716   4,784　4,920　5,046　5,052  5,192
      障害児福祉手当　 2,850   2,733　 2,646   2,627   2,624   2,596　2,482  2,465　2,648　2,630
      経過的福祉手当     174     175     145     130     120     120　　100     78　   72　   72

（３）事業効果
　　　重度の障害により特に必要とされる経済的、精神的負担が軽減される。

２　事業主体及び負担区分
特別障害者手当等給付費国庫負担金
（国3/4・県1/4）

３　地方財政措置の状況
普通交付税（単位費用）
（区分）社会福祉費（細目）身体障害者福祉費
（細節）特別障害者手当等費
（積算内容）特別障害者手当等給付費

４　事業費に係る人件費、組織の新設、改廃及び増員
9,500千円×0.8人＝7,600千円

予算額
財　　源　　内　　訳

一般財源
前年との

対比国庫支出金

決定額 186,010 139,306

前年額 185,305 138,777 46,528

― 福祉部 311 ―

誰もが活躍し共に生きる社会の実現

46,704 705

障害者の自立・生活支援



 

事業名

単位事業名 予算額 185,743千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

扶助費 185,743 705 特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づく扶助費（町村分）

合計 185,743 705

単位事業名 予算額 179千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

報償費 179 0 特別障害者手当等障害程度審査嘱託医報酬　10回分

合計 179 0

単位事業名 予算額 88千円

　
（単位：千円）

節 当初予算額 対前年度増減額

需用費 88 0 リーフレット作成費

合計 88 0

リーフレット作成費

主な内容

事業内訳書

特別障害者手当等支給費

特別障害者手当等給付費負担金

主な内容

特別障害者手当等障害程度審査嘱託医報酬

主な内容


